青字部分はコメントです。提出前に削除して下さい（ヘッダ部分の青字も削除すること）。
赤字部分は、必須項目です。コンソーシアム規約に必ず含めて下さい。提出前に黒字に変更して下さい。
それ以外については、コンソーシアムの裁量で決めて下さって結構です。

赤字部分は、状況に合わせて適宜修正して下さい。
青字部分はコメントです。規約作成後削除して下さい。規約作成後は、全て黒字にして下さい。
エクセル等で作成していただいても構いません。
「知」の集積と活用の場
××研究コンソーシアム規約（例）

平成○年○月○日制定

第１章　総則

　（名称）
第1条 この団体は、××研究コンソーシアム（以下「コンソーシアム」という。）という。

　（目的）
第2条 コンソーシアムは、××の開発に向けた研究を行うことを目的とする。

　（事業）
第3条 コンソーシアムは、前条の目的を達成するため、××研究事業（以下「本研究事業」という。）に関する業務を行う。
第２章　設立

　（設立）
第4条 コンソーシアムを立ち上げようとする研究代表者は、コンソーシアムが予定している事業に関して事前に添付１の書面を「知」の集積と活用の場「地域創生に資する森林資源・木材の需要拡大に向けた研究開発プラットフォーム」規則（以下「プラットフォーム規則」という。）第26条にさだめる事務局に提出する。
2　 プロデューサーチーム会議は、プラットフォーム規則第19条のさだめにより、添付１の書面に基づきコンソーシアム設立の可否を審議し、その結果を代表者に通知する。

　（事務所）
第5条 コンソーシアムは、プラットフォーム規則第20条にさだめる研究代表者が所属する機関を代表機関と定め、そこに主たる事務所を置く。
××××　××××



第３章　構成員

　（構成員）
第6条 コンソーシアムは、プラットフォーム規則第6条にさだめる賛助会員以外の会員であり、かつプラットフォーム規則第2条の趣旨及び目的に賛同し、本規約第4条の事業に主体的に協力するものを構成員として組織する。

　（書類及び帳簿の備付け）
第7条 コンソーシアムは、本規約第5条の事務所に、次の各号に掲げる書類及び帳簿を備え付けておかなければならない。
1 本規約
2 構成員の氏名及び住所（構成員が団体の場合には、その名称、所在地及び代表者の氏名）を記載した書面
3 その他、コンソーシアム運営に必要な書類一式
２　構成員は、その氏名又は住所（構成員が団体の場合には、その名称、所在地又は代表者の氏名）に変更があったときは、遅滞なく本規約第5条にさだめる代表機関にその旨を届け出なければならない。

　（地位の譲渡の制限）
第8条 構成員は、全構成員の同意を得ないで、本研究事業に関して当該構成員の有する権利又は地位の全部又は一部を第三者に譲渡することはできない。

　（入会）
第9条 コンソーシアムの構成員になろうとする者は、入会申込書を代表機関あてに提出し、全構成員の同意を得なければならない。

　（脱退）
第10条 構成員は、本研究事業が終了するまでの間は脱退することができない。ただし、次に掲げる場合には、この限りでない。
1 本研究事業のうち当該構成員自らが実施することとなっている部分の全部が中止又は終了となった場合
2 法人等においては破産手続開始の決定があった場合
3 個人においては死亡した場合
4 前各号に掲げる場合のほか、脱退を要するやむを得ない事由があると代表機関が認めた場合

　（除名）
第11条 コンソーシアムは、構成員が次の各号のいずれかに該当するときは、運営委員会の議決を経て、当該構成員を除名することができる。この場合において、代表機関は、その運営委員会の開催の日の30日前までに、当該構成員に対し、その旨を書面をもって通知し、かつ、代表機関に対して弁明する機会を与えるものとする。
1 コンソーシアムの事業を妨げ、又はコンソーシアムの名誉を毀損する行為をしたとき。
2 本規約又は運営委員会の決議を無視する行為をしたとき。
２　代表機関は、除名の決議があったときは、その旨を当該構成員に通知するものとする。



第４章　運営委員会

　（運営委員会の設置と開催）
第12条 コンソーシアムは、運営委員会を設置する。
２　運営委員会の議長は研究代表者がこれを務める。研究代表者に事故あるときは、運営委員会の出席構成員の互選により議長を選出するものとする。
３　運営委員会は、構成員のほか、「地域創生に資する森林資源・木材の需要拡大に向けた研究開発プラットフォーム」のプロデューサーが出席することができる。
４　運営委員会は、原則として毎年度１回開催する｡
５　運営委員会は、前項に加え次に掲げる場合に開催することができる｡
1 構成員現在数の２分の１以上から会議の目的たる事項を示した書面により請求があったとき。
2 その他研究代表者が必要と認めたとき｡

　（運営委員会の招集）
第13条 運営委員会の招集は、少なくともその開催の７日前までに、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をもって構成員及びプロデューサーに通知しなければならない。
２　前条第４項第１号の規定により請求があったときは、研究代表者は、その請求のあった日から30日以内に運営委員会を招集しなければならない｡

　（運営委員会の議決方法等）
第14条 運営委員会は、全構成員の過半の出席をもって成立する。
２　構成員は、運営委員会において、各１個の議決権を有する｡
３　運営委員会の決議は、出席構成員の過半数をもって行う。ただし、次条第3号乃至第6号については、出席構成員の半数以上かつ、総構成員の議決権の３分の２以上にあたる多数をもって行う。
４　運営委員会においては、前条第１項の規定によりあらかじめ通知された事項についてのみ議決することができる。ただし、緊急を要する事項については、この限りでない。

　（運営委員会の権能）
第15条 運営委員会は、本規約において別に定めるもののほか、次の各号に掲げる事項を議決する｡
1 本規約の変更
2 諸規程の制定及び改廃
3 コンソーシアムの解散
4 構成員の除名
5 本研究事業の実施に関すること
6 前各号に掲げるもののほか、コンソーシアムの運営に関する重要な事項

　（書面又は代理人による議決権の行使）
第16条 やむを得ない理由により運営委員会に出席できない構成員は、あらかじめ通知された事項につき、書面又は代理人をもって議決権を行使することができる。
２　前項の書面は、運営委員会の開催の日の前日までに研究代表者に到達しないときは、無効とする。
３　第１項の代理人は、代理権を証する書面を研究代表者に提出しなければならない。
４　第14条第１項の規定の適用については、第１項の規定により議決権を行使した者は、運営委員会に出席したものとみなす｡

　（議事録）
第17条 運営委員会の議事については、議事録を作成しなければならない。
２　議事録は、少なくとも次の各号に掲げる事項を記載する。
1 開催日時及び開催場所
2 構成員の現在数、当該運営委員会に出席した構成員数、前条第４項により当該運営委員会に出席したとみなされた構成員数及び当該運営委員会に出席した構成員の氏名
3 議案
4 議事の経過の概要及びその結果
5 議事録署名人の選任に関する事項
３　議事録は、議長及び当該運営委員会に出席した構成員のうちから、その運営委員会において選任された議事録署名人が署名捺印しなければならない。
４　議事録は、主たる事務所に備え付けておかなければならない｡

第５章　報告

　（報告）
第18条 研究代表者は、年度末に当該年度の活動報告をとりまとめ、プラットフォーム規則第26条に定めるプラットフォーム事務局に提出する。
　

第６章　解散

　（解散）
第19条 コンソーシアムは、次の各号に掲げる場合に解散するものとする。
1 本研究事業の全部が終了したとき。
2 運営委員会において解散の議決がなされたとき。
3 構成員が一名となったとき。
　　　　 ２　研究代表者は、プラットフォーム規則第26条にさだめるプラットフォーム事務局に、コンソーシアムの解散を報告する。

第７章　雑則

　（秘密保持）
第20条 構成員は、本研究事業を遂行するにあたり取り扱う秘密情報について、別途、コンソーシアムあてに差し入れた「秘密保持誓約書」の定めに従い、これを取扱うものとする。


　（細則）
第21条 本規約に定めるもののほか、コンソーシアムの事務の運営上必要な細則は、代表機関が別に定める。
２　本規約、各規程及び細則の内容等に関し疑義が生じたときは、その都度各構成員間で協議の上、決定するものとする。

　（国による委託研究事業の実施）
第24条　国から委託研究事業を受託して研究を実施する場合、構成員は、本規約及び他の規程にかかわらず、当該事業に係る国の定め及び規程等に定めるもののほか、当該事業の委託契約書に定められている契約事項を遵守しなければならない。
２　前項の場合において、代表機関は、委託事業の実施に関し、コンソーシアムを代表して、国と契約を締結し、自己の名義をもって委託費の請求、受領を行うとともに、他の構成員から実績報告書の提出を求めるなどの権限を有するものとする。

　　附　則
（施行）
第１条　本規約は、平成　年　月　日から施行する。



（添付１）
1. コンソーシアムの名称
2. 代表者所属・氏名
3.　代表者連絡先（住所・電話番号・メールアドレス）
3. コンソーシアムの目的
　　　（目的は何か、何を対象とするかが分かるように400字程度で。ただし、機密事項にあたる内容については、書く必要ありません。）
4. コンソーシアム構成員名簿
（平成XX年X月X日現在）
	№
	氏名又は機関名
	代表者名
	住所/所在地

	[bookmark: _GoBack]
	コンソーシアム代表者
	
	

	１
	
	
	

	
	その他構成員
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	

	６
	
	
	

	７
	
	
	

	８
	
	
	

	９
	
	
	


構成員の人数に応じて適宜行を追加してください。

（添付2）
＜コンソーシアム個人用＞
「知」の集積と活用の場
××研究コンソーシアム
代表機関　××　御中

秘密保持誓約書

　「知」の集積と活用の場　××研究コンソーシアム（以下「コンソーシアム」という）の構成員である　　　　　　　　　　　　　は、××研究コンソーシアム規約に基づき推進する研究事業（以下「本研究事業」という）において、構成員相互間において開示される情報等の秘密保持に関し、以下のとおり誓約（以下「本誓約」という）いたします。

第１条（定義）
１．本誓約において、「開示者」とは本研究事業の遂行を通じ次項に定める秘密情報を開示した当事者を、「受領者」とは当該秘密情報を受領したものをいいます。
２．本誓約において、「秘密情報」とは、本研究事業を通じ他の構成員から開示され又は知り得た、全ての業務上・技術上の情報、本研究事業の内容、遂行過程、及びその結果を総称したものであって、以下の各号のいずれかに該当するものをいいます。
1 開示方法が書面又は磁気ディスク等の記録媒体による場合は、当該書面等の媒体に「秘密」の旨の表示があるもの
2 開示方法がＦＡＸ、電子メール等の通信手段若しくは電子ネットワークによる提供である場合、又は電磁的ファイルによる提供の場合には、当該情報を表示又はプリントアウトした際に「秘密」の旨の表示があるもの
3 試作品、サンプル等物品の場合は、その物品又はその包装・容器に「秘密」の旨の表示があるもの
4 口頭、視覚表示等の無形の手段によって開示する場合には、開示の際に「秘密」である旨を告げ、開示後３０日以内に文書化し、これに開示の日時、場所及び開示、且つ「秘密」である旨の表示をなし、被開示者側と取り交わしたもの
３．前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報であることを証明できるものは、秘密情報から除きます。
1 開示され又は知得したときに公知又は公用であったもの
2 開示され又は知得したときに既に自己が保有していたもの
3 開示され又は知得した後、自己の責によらずして公知又は公用となったもの
4 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく適法に入手したもの
5 開示され又は知得した後、秘密情報によらずして独自に開発・取得したもの
第２条（秘密保持）
私は、秘密情報を厳に秘密として保持し、開示者の事前の書面による承諾なしに第三者（開示者及び受領者を除く他の構成員を含む）へ開示又は漏洩いたしません。
第３条（目的外使用の禁止）
私は、秘密情報を本研究事業遂行以外の目的に使用いたしません。
第４条（情報の管理等）
私は、秘密情報を含む全ての情報媒体及びサンプル等に対し、厳重かつ適正な管理を施します。
第５条（複製等の禁止）
１．私は、秘密情報を、本研究事業を遂行するために最低限必要な部数を超えて複製、複写いたしません。なお、当該複製、複写物は秘密情報として取り扱います。
２．私は、事前の開示者の書面による承諾なしに、秘密情報に該当するサンプル等を分析し、またリバースエンジニアリングいたしません。
第６条（情報の返却等）
私は、開示者から請求がなされたとき又は本研究事業の終了後遅滞なく、開示者から開示、提供された秘密情報を含む情報媒体（その複製、複写物を含む）及びサンプル等を、開示者の指示に従い、開示者に返却又は物理的に復元不可能な方法で滅却若しくはデータ消去いたします。
第７条（事故の報告）
私は、秘密情報の漏洩若しくは目的外使用の事故が生じるおそれがある場合、又は生じた場合には、直ちにその旨を代表機関へ報告し、代表機関と協力して対処いたします。
第８条（損害賠償）
私が本誓約に違背し、構成員及び／又は開示者に損害を生じさせた場合は、私は構成員及び／又は開示者に対しその損害について賠償いたします。
第９条（不保証）
１．私は、本誓約のいかなる規定も、構成員相互に何らの秘密情報の開示義務を課すものではないことを理解します。
２．私は、本誓約に明示的に規定されているほかは、本誓約に基づく秘密情報について何らの権利も受領者に許諾するものではなく、また、受領者に対して更なる契約の締結を義務付けることはありません。
３．私は、開示を受けた秘密情報について、明示的又は黙示的であるとを問わず、その正確性、有益性、特定目的への適合性、その他一切保証されていないことを理解します。
第10条 （権利義務の譲渡等の禁止）
私は、事前の書面による代表機関の承諾を得ることなく、本誓約より生じた権利及び義務の全部又は一部を第三者に譲渡し、担保に供し、又は承継しません。
第11条（有効期間）
１．本誓約は、誓約差入れの日から、私がコンソーシアム解散までに構成員資格を喪失した如何にかかわらず、コンソーシアム解散のときまで有効に存続します。
２．前項の有効期間終了後といえども、第２条から第５条までの規定はさらに3年間、第６条から第９条までの規定は各々の対象事由が消滅するまで、なお有効に存続するものとします。
第12条（協議）
本誓約にさだめのない事項又は解釈について疑義が生じた事項については、その都度代表機関を通じ、個別協議又はコンソーシアムの運営委員会決議等の手続きを行い、これを決定します。

以上の事項を誓約し、本誓約書１通に記名捺印のうえ、コンソーシアムへ差し入れるものとし、私はその写しを１通保有いたします。

　　　　　　年　　月　　日
		【住所】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

		【氏名】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＜コンソーシアム法人会員用＞

「知」の集積と活用の場
××研究コンソーシアム
代表機関　××　御中

秘密保持誓約書

　「知」の集積と活用の場　××研究開発コンソーシアム（以下「コンソーシアム」という）の構成員である○○○○○は、××研究コンソーシアム規約に基づき推進する研究事業（以下「本研究事業」という）において、構成員相互間において開示される情報等の秘密保持に関し、以下のとおり誓約（以下「本誓約」という）いたします。

第１条（定義）
１．本誓約において、「開示者」とは本研究事業の遂行を通じ次項に定める秘密情報を開示した当事者を、「受領者」とは当該秘密情報を受領したものをいいます。
２．本誓約において、「秘密情報」とは、本研究事業を通じ他の構成員から開示され又は知り得た、全ての業務上・技術上の情報、本研究事業の内容、遂行過程、及びその結果を総称したものであって、以下の各号のいずれかに該当するものをいいます。
1 開示方法が書面又は磁気ディスク等の記録媒体による場合は、当該書面等の媒体に「秘密」の旨の表示があるもの
2 開示方法がＦＡＸ、電子メール等の通信手段若しくは電子ネットワークによる提供である場合、又は電磁的ファイルによる提供の場合には、当該情報を表示又はプリントアウトした際に「秘密」の旨の表示があるもの
3 試作品、サンプル等物品の場合は、その物品又はその包装・容器に「秘密」の旨の表示があるもの
4 口頭、視覚表示等の無形の手段によって開示する場合には、開示の際に「秘密」である旨を告げ、開示後３０日以内に文書化し、これに開示の日時、場所及び開示、且つ「秘密」である旨の表示をなし、被開示者側と取り交わしたもの。
３．前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報であることを証明できるものは、秘密情報から除きます。
1 開示され又は知得したときに公知又は公用であったもの
2 開示され又は知得したときに既に自己が保有していたもの
3 開示され又は知得した後、自己の責によらずして公知又は公用となったもの
4 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく適法に入手したもの
5 開示され又は知得した後、秘密情報によらずして独自に開発・取得したもの
４．本誓約書において子会社とは、当社が直接的に又は間接的にその議決権株式の５０パーセント超を保有する日本国内外の会社をいいます。
第２条（秘密保持）
[当社・当団体] は、秘密情報を厳に秘密として保持し、開示者の事前の書面による承諾なしに第三者（開示者及び受領者を除く他の構成員を含む）へ開示又は漏洩いたしません。
第３条（目的外使用の禁止）
[当社・当団体] は、秘密情報を本研究事業遂行以外の目的に使用いたしません。
第４条（情報の管理等）
１．[当社・当団体] は、秘密情報を含む全ての情報媒体及びサンプル等に対し、厳重かつ適正な管理を施します。
２．[当社・当団体] は、秘密情報を本研究事業の遂行上知る必要のある自己の役員及び従業員若しくは職員等（派遣社員その他自己の指揮命令に従い業務を遂行する者を含む。以下同じ。）にのみ開示するものとし、当該役員及び従業員若しくは職員等に対し、本誓約において私が負うべき義務と同等の義務を負わせ、離職後といえどもその義務を免れさせないものとし、その義務違反について全ての責任を負います。
３．第2条の規定にかかわらず、当社は本誓約において自らが負う義務と同等の義務を課したうえで秘密情報を子会社に対して開示できるものとします。
第５条（複製等の禁止）
１．[当社・当団体] は、秘密情報を、本研究事業を遂行するために最低限必要な部数を超えて複製、複写いたしません。なお、当該複製、複写物は秘密情報として取り扱います。
２．[当社・当団体] は、事前の開示者の書面による承諾なしに、秘密情報に該当するサンプル等を分析し、またリバースエンジニアリングいたしません。
第６条（情報の返却等）
[当社・当団体] は、開示者から請求がなされたとき又は本研究事業の終了後遅滞なく、開示者から開示、提供された秘密情報を含む情報媒体（その複製、複写物を含む）及びサンプル等を、開示者の指示に従い、開示者に返却又は物理的に復元不可能な方法で滅却若しくはデータ消去いたします。
第７条（事故の報告）
[当社・当団体] は、秘密情報の漏洩若しくは目的外使用の事故が生じるおそれがある場合、又は生じた場合には、直ちにその旨を代表機関へ報告し、代表機関と協力して対処いたします。
第８条（損害賠償）
[当社・当団体] が、本誓約に違背し、構成員及び／又は開示者に損害を生じさせた場合は、[当社・当団体]は、構成員及び／又は開示者に対しその損害について賠償いたします。
第９条（不保証）
１．[当社・当団体] は、本誓約のいかなる規定も、構成員相互に何らの秘密情報の開示義務を課すものではないことを理解します。
２．[当社・当団体] は、本誓約に明示的に規定されているほかは、本誓約に基づく秘密情報について何らの権利も受領者に許諾するものではなく、また、受領者に対して更なる契約の締結を義務付けることはありません。
３．[当社・当団体] は、開示を受けた秘密情報について、明示的又は黙示的であるとを問わず、その正確性、有益性、特定目的への適合性、その他一切保証されていないことを理解します。
第10条 （権利義務の譲渡等の禁止）
[当社・当団体] は、事前の書面による代表機関の承諾を得ることなく、本誓約より生じた権利及び義務の全部又は一部を第三者に譲渡し、担保に供し、又は承継しません。
第11条（有効期間）
１．本誓約は、誓約差入れの日から、私がコンソーシアム解散までに構成員資格を喪失した如何にかかわらず、コンソーシアム解散のときまで有効に存続します。
２．前項の有効期間終了後といえども、第２条から第５条までの規定はさらに3年間、第６条から第９条までの規定は各々の対象事由が消滅するまで、なお有効に存続するものとします。
第12条（協議）
本誓約にさだめのない事項又は解釈について疑義が生じた事項については、その都度代表機関を通じ、個別協議又はコンソーシアムの運営委員会決議等の手続きを行い、これを決定します。

以上の事項を誓約し、本誓約書１通に記名捺印のうえ、コンソーシアムへ差し入れるものとし、[当社・当団体]はその写しを１通保有いたします。

　　　　　　年　　月　　日
		【住所】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
		【社名】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
		【職位】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
		【氏名】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（添付3）

「知の集積」と活躍の場
××研究コンソーシアム
　代表機関　××　御中

コンソーシアム入会申込書


（私・当法人・当団体）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は、　「知」の集積と活用の場　×× 研究開発コンソーシアム（以下「コンソーシアム」という）の趣旨及び目的を理解した上で、コンソーシアムの規程等を遵守するとともにその事業運営に主体的に協力することを誓約し、コンソーシアムに入会することを申し込みます。
　　

　　　　年　　月　　日

		【住所】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

		【法人・団体名】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

		【職位】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

		【氏名】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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